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2はじめに

◼ 第34回本小委員会（2022年12月14日）において、三次①応札不足への対応として、予測の不確実性低減を
目的とし、一次～三次①の取引スケジュールを週間取引から前々日取引（スポット取引前）へ変更する案について
ご議論いただいた。

◼ その際のご意見として、週間取引スケジュールの変更については賛同いただいたものの、事業者へのヒアリング結果を
踏まえると、前日取引（スポット取引後）を検討すべきではないかとのご意見も頂いたところ。

◼ 今後、取引スケジュール変更の詳細を検討するにあたり、今回は、前回の本小委員会で頂いた意見をもとに、前日
取引化による効果や課題について整理したため、ご議論いただきたい。



3（参考）需給調整市場における検討課題について

出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）参考資料1
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html
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6前々日取引化を提案した経緯（振り返り）

◼ 前回の本小委員会においては、リソースの起動特性（24時間後に石油・LNGの約9割の起動が可能）と高性能
リソースを事前に確保することを主たる理由として、確実な調整力確保の観点からスポット市場前の取引を提案した。

調整力の確実な確保

出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料2をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html

前々日
取引

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html


7（参考） リソースの起動特性

出所）第62回制度設計専門会合（2021年6月29日）資料7
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/062_07_01.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/062_07_01.pdf


8

第34回本小委員会 議事録抜粋
（松村委員）
週間を毎日に変え、それをスポット市場にこれだけ近づけることにしたのは多くの問題を改善すると考える。このような画期的、革新的な提
案をいただいたのに反対するのは気が咎めるが、これでは問題は解決しないと考えている。時間に関してはスポット市場の前ではなくスポッ
ト市場の後にしないと、29ページ記載の問題は解決しないと考える。
（中略）
この問題外の理由は別としても、例えば競争力のある電源はシングルプライスであるスポット市場に出す方が経済的だということであれば、
スポット市場よりも前に取引する限り、この類の電源はもはや出てこないことになる。
（中略）
長期的には同時約定になるのだからという発想を先取りすれば、むしろスポット市場の後と整理するのもあり得ると考えている。スポット市
場の後にすると本当にスペックとして必要な電源が調達できなくなるかもしれないという不安は理解するが、29ページの理由があげられてい
る以上、そちらの方が調達しにくくなる可能性すらあるということまで考えれば、スポット市場の後にやる方が合理的と考える。
（中略）
システム対応が比較的早くでき、それで問題が起きないということが確認できればそのままで良いし、問題が起きれば直ちにスポット市場の
後に移すという対応は原理的にはあり得ると考えるが、今の状況ではシステム対応にはかなりの時間を要し、何度も調整することはとても
難しいため、スポット市場の後というのを考えるべきである。

前日取引化が提案された理由（振り返り）

◼ 一方、前回の本小委員会において、委員から前日取引化が提案された理由は以下のとおりで、主に応札量増加に
対する効果の大小や価格面、同時市場との整合性の観点から前日取引化を検討すべきとの提案があった。



9（参考） ヒアリング結果（需給変動リスクの織り込み方について）

出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html


10（参考） ヒアリング結果（応札量算出の考え方について）

出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html
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12期待できる効果① 応札量増加

◼ 週間取引においては、各事業者が予測の不確実性を理由に、何らかの需給変動リスクを織り込んだ上で、応札量を
算定しており、前々日取引化（スポット取引前）によっても、一定の改善効果は期待できるところ。

◼ 一方で、前々日取引であったとしても、スポット取引前（約18時間前）であることに変わりはなく、一部の需給変動
リスクならびにそれに伴う応札量の減少は残ると考えられる。

◼ これらの需給変動リスクは、前日取引（スポット取引後）であれば、現状のスポット市場における小売電気事業者が
予備力として確保する可能性があるのは1%分となることから、応札量増加に対する相当の効果が期待できる。

想定需要の
上振れ

週間取引時点

電源脱落
リスク

再エネ供給力
下振れ

スポット取引時点

0～1%
の上振れ

前日取引時点

0～1%
の上振れ

バランス停止機

想定需要の
上振れ

前々日取引時点

電源脱落
リスク

再エネ供給力
下振れ

【応札量算定時において見込むリスク（イメージ）】



13期待できる効果② 応札単価適正化

◼ 応札単価に含まれる逸失利益は、ΔkWを確保することに伴い、事業者がその後の卸電力市場に応札できなくなる
不利益分となっており、需給調整市場では週間取引時はスポット市場、前日取引時は時間前市場が対象となる。

◼ 週間取引時のスポット市場価格想定は市場のボラティリティリスクを考慮した応札単価となっていると考えられるため、
前日取引であれば、実績相当※となり、応札単価適正化に対する相当の効果が期待できる。

◼ 加えて、事業者はスポット市場前で取引するにあたり、想定以上の需要変動等の需給変動リスクを見込んだ費用を
応札単価に計上することも考えられる。前日取引（スポット取引後）であれば、前述のとおり需給変動リスクが低減
することから、応札単価適正化が期待できる。

※前日取引時の卸電力市場価格（想定）はスポット市場価格をもとに算定される

8 9 13 14

【スポット売り想定時の発電機態勢】 【ΔkW供出のための発電機態勢】

[円/kWh]

[kWh]

スポット想定単価：12円/kWh スポット想定単価：12円/kWh

8 9 13 14 [円/kWh]

ΔkW

[kWh]

【スポット市場価格】
週間取引時の想定＝12円
→想定の逸失利益＝3円

実際のスポット市場＝10円
→実際の逸失利益=1円

【リスクを見込んだ費用】
スポット想定価格＝12円
買い戻し費用＝12円
(実際は買い戻しが発生しても
10円、発生しなければ0円）



14（参考） ΔkW入札価格の考え方（価格規律）

◼ ΔkW価格 ≦ ①当該電源の逸失利益（機会費用）

＋②一定額（当該電源等の固定費回収のための合理的な額）※

※当年度分の固定費回収が済んだ電源等については、一定額＝限界費用×0.5%
【①逸失利益（機会費用）の考え方】

(ア) 電源を追加的に起動並列しΔkWを確保する場合

・起動費

・持ち替え費用：最低出力までの発電量について、卸電力市場と限界費用との差額の機会費用

(イ) 電源の出力を下げてΔkW を確保する場合

・JPEX市場の逸失利益：卸電力市場で応札できなくなるため、卸電力市場での逸失利益

【②固定費回収のための合理的な額(円/ΔkW)】
＝｛電源等の固定費(円/kW・年)－他市場で得られる収益(円/kW・年) ｝÷想定年間約定ブロック数※

※想定年間約定ブロック数＝想定年間予約時間÷３時間

出所）需給調整市場ガイドライン（2021年3月30日策定）をもとに作成
https://www.emsc.meti.go.jp/info/guideline/pdf/20210330b.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/info/guideline/pdf/20210330b.pdf


15（参考） 前日取引時の卸電力市場価格（想定）

出所）第79回制度設計専門会合（2022年11月25日）資料3
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/079_03_00.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/079_03_00.pdf


16期待できる効果③ 連系線利用枠拡大

◼ また、前回の本小委員会で提案した連系線利用枠拡大についても、週間取引時においては参照すべき計画潮流が
ないため、過去3ヵ年潮流実績（GC時の計画潮流）の3σ相当値を算出したうえで、全て同一方向となる連系線
のみ※が対象となっており、これは前々日取引（スポット取引前）であっても変わらないと考えられる。

◼ 一方、三次②を対象とした前日取引時は、スポット市場約定結果をもとに全連系線を対象に利用枠拡大が可能と
整理しており、全ての商品が前日取引（スポット取引後）になると、一次～三次①についても、より一層の連系線
利用枠拡大が図れ、それに伴う更なる広域調達の進展（応札不足解消・約定価格低減）が期待できる。

※東北-東京間（逆方向）、関西-中国間（順方向）、中国-九州間（順方向）

順方向

逆方向

運用容量（順）

運用容量（逆）

連系線
利用枠

取引時に
使用可能な
連系線容量

想定潮流
を設定

連系線
利用枠

取引時に使用可能な
連系線容量
（想定潮流分増加）

卸電力市場向け 卸電力市場向け

現在のΔkW取引時 週間（前々日）取引時の
利用枠拡大

【順方向の取引を想定した場合のイメージ】

考慮されて
いない

計画潮流
を設定

連系線
利用枠

取引時に使用可能な
連系線容量
（計画潮流分増加）

卸電力市場向け

前日取引時の
利用枠拡大

※3σ相当値

※スポット約定結果に基づく計画値



17（参考） 連系線利用枠拡大（週間取引時）

出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html


18（参考） 連系線利用枠拡大（週間取引時の対象連系線）

出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html


19（参考） 連系線利用枠拡大（前日取引時）

出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_34_haifu.html


20（参考） 同時市場の議論との関係性（1/2）

◼ 国での議論（同時市場）においては、中長期的な観点で電力システム全体のあるべき仕組みを検討しつつ、足元
で対応可能な施策の検討も進めることとされており、本資料における検討は後者に該当すると考えられる。

出所）第1回あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会（2022年7月29日）資料5をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/001_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/001_05_00.pdf


21（参考） 同時市場の議論との関係性（2/2）

◼ 国での議論（同時市場）における課題については、本資料における検討により、一定程度解決されると考えられる
ものもある一方で、kWh市場とΔkW市場が異なる市場であることに伴う課題については、引き続き、あるべき市場の
仕組みの検討において、解決を目指すことになる。

出所）第2回あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会（2022年10月4日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/002_04_00.pdf

本資料の検討により
一定程度解決されると
考えられる

あるべき市場の
仕組みの検討において
解決を目指す

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/002_04_00.pdf
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23前日取引における課題

◼ 一方で、現在の週間取引（ならびに前々日取引）は、リソースの起動特性と高性能リソースを事前に確保すること
を主たる理由として、確実な調整力確保の観点からスポット取引前としている。

◼ この点、前日取引（スポット取引後）とすると、当日0時（ブロック1）までは9時間しかなく、長期停止の可能性が
高いガス・石油火力については、起動可能なリソースが約6割まで低減してしまう。

◼ 国の審議会で議論が進んでいる同時市場においても、この課題解決のために、週間断面での電源起動の仕組みの
導入が検討されており、その参考モデルである米PJMにおいても週間断面のpre-schedulingが設けられている。

前々日
前日

AM PM

前日
スケジュール

案

前々日
スケジュール

案

16時 6時 10時 12時 14時 17時

時間前
市場開場

BG計画
提出

FIT
2回目
通知

FIT
1回目
通知

SP市場
入札〆

16時 6時 10時 12時 14時 17時

時間前
市場開場

BG計画
提出

FIT
2回目
通知

FIT
1回目
通知

SP市場
入札〆

三次②
入札〆

15時

この間で
取引・約定
処理

この間で
取引・約定
処理

9時間

24時間以上



24（参考） リソースの起動特性（再掲）

出所）第62回制度設計専門会合（2021年6月29日）資料7
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/062_07_01.pdf

https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/062_07_01.pdf


25（参考） 同時市場における週間断面での電源起動の仕組み

出所）第1回あるべき卸電力市場、需給調整市場及び需給運用の実現に向けた実務検討作業部会（2022年7月29日）資料5をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/001_05_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/oroshi_jukyu_kento/pdf/001_05_00.pdf


26（参考） 米PJMにおけるpre-schedulingについて

◼ 米PJMでは、市場取引が始まる前の事前手続きとして、pre-schedulingという仕組みがあり、その中で、定検停止
等の調整を行うことで、電源起動をコントロールすることが可能となっている。

出所）第6回地域間連系線の利用ルール等に関する検討会（2017年1月24日）資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/renkeisenriyou/2016/170125_chiikikan_kentokai_haifu6.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/renkeisenriyou/2016/170125_chiikikan_kentokai_haifu6.html


27（参考） 米PJMにおけるpre-schedulingの役割

◼ pre-schedulingでは、小売事業者・発電事業者に、相対取引や入札予定の情報をPJMに情報提供する責務を
持たせ、その情報をもとにPJMは供給信頼度評価を行っている。

◼ つまり、pre-schedulingは、市場取引時点で需給ひっ迫して正常な市場取引が行えないことを回避するため、予め
市場参加者から取引予定情報を集めて、供給信頼性を確認し、必要があれば電源起動させる仕組みとなる。

出所）アジア地域電力構造比較によるニーズ調査(プロジェクト研究)ファイナルレポート（2004年3月）をもとに作成
https://openjicareport.jica.go.jp/pdf/11763836_02.pdf

https://openjicareport.jica.go.jp/pdf/11763836_02.pdf


28（参考） 米PJMにおけるpre-schedulingの役割

◼ また、米PJMでは、予備力が不足するときの価格設定方法として、shortage pricingが導入されている。

◼ これは、pre-schedulingにより正常な市場取引が成り立っていることを前提に、それでも需給ひっ迫となってしまった
場合は、ORDCと呼ばれる予備力の不足度合いに応じた供給力価値を、需要に加えることで、人為的に市場価格
を引き上げ（価格シグナルを発して）、市場メカニズムにより需要抑制や発電量増を促す仕組みとなる。

出所）電力中央研究所報告Y17005「米国の電力市場改革と原子力発電の収益性ー収益の見通しに関する総合評価―」（2018年3月）をもとに作成
https://criepi.denken.or.jp/hokokusho/pb/reportDetail?reportNoUkCode=Y17005

https://criepi.denken.or.jp/hokokusho/pb/reportDetail?reportNoUkCode=Y17005


29確実な調整力確保の観点について（リソースの起動特性）

◼ 一方、前回の本小委員会で述べたとおり、容量市場が導入される2024年度以降においては、卸電力市場と需給
調整市場の競合が起こる蓋然性が高い広域予備率8%以下となった場合には、容量市場のリクワイアメントにより、
週間断面から事業者に対しバランス停止機の自発的な起動準備ならびに卸電力市場・需給調整市場への応札を
求めることとなっている。

◼ 確実な調整力確保の観点からは、上記の容量市場リクワイアメントが一定の役割を果たしているとも言える。

◼ そのため、応札不足が深刻な現状においては、前述のメリット（期待できる効果）が上回ると考えられるため、当面
まずもっては容量市場リクワイアメントによって、起動特性に関する課題は対応可能※と考えることでどうか。

◼ なお今後、より効率的な電源起動の観点や、容量市場リクワイアメントの確実性の観点等から、国の審議会（同時
市場）において、週間断面での電源起動の仕組みの導入が検討されるため、そこでの議論状況や2024年度以降
の取引状況も踏まえ、必要に応じて適宜考え方を見直すこととしてはどうか。

※容量市場のリクワイアメントにより起動するとともに、需給調整市場（前日市場）に応札されることも重要



30確実な調整力確保の観点について（高性能リソースの事前確保）

◼ また、高性能リソースが卸電力市場で売り切れる前に確実に確保するとの理由からスポット取引前としており、この点
をどう考えるかも課題となる。

◼ この点、スポット取引後の発電機態勢を考えると、安価な電源順にkWhを充足しており、追加起動リソースのΔkW
供出だけでは（追加起動可能台数も限られており）高性能リソースの確実な確保は難しいと考えられる一方、実際
には起動済リソースの持ち下げ供出分のΔkWも期待でき、これによる高性能リソースの確保も可能と考えられる。

◼ すなわち、高性能リソースの事前確保という課題については、本質的には追加起動の可否という起動特性の課題に
内包されることとなり、起動特性の課題については対応可能との整理に基づくと、本課題も対応可能と考えられる。

A B C D E

【スポット取引後の発電機態勢】

A B C D E

【ΔkW供出のための発電機態勢】

追加起動
＋

持ち上げ

追加起動リソースの
ΔkW供出分

持ち下げ

起動済リソースの
持ち下げ供出分
起動済リソースの
持ち下げ供出分



31（参考） 応札余力のイメージ

◼ 広域予備率の算定は、事業者にバランス停止機の起動を促すため、バランス停止機の余力を除いて予備率を算定
することとなる。

◼ 広域予備率が8%以上の場合、自然体で余力があることから、電源の追加起動は不要と考えられ、広域予備率が
8%以下の場合、事業者がバランス停止機を起動することにより、応札余力が確保される。

供給力 需要

予備率8%以上
→応札余力あり

供給力 需要

予備率8%以下
→応札余力なし

起動予定の
電源余力

バランス停止機の
余力

起動予定の
電源余力

バランス停止機の
余力

容量市場による
リクワイアメント
によりバランス
停止機の起動

供給力 需要

予備率8%以上
→応札余力あり

【平常時（イメージ）】 【需給ひっ迫のおそれがあるとき（イメージ）】



32（参考） 容量市場リクワイアメントの概要（需給ひっ迫のおそれがあるとき）（1/2）

◼ 容量市場落札電源に対し、需給ひっ迫のおそれがあるときには下記のリクワイアメントが課される。

• 稼働可能な計画となっている電源等（バランス停止機含む）は、小売電気事業者との契約により電気を供給
すること、若しくは、スポット市場等の卸電力市場・需給調整市場に応札する

• 市場へ応札する余力は、燃料制約によって減じることを原則認めない

• 需給ひっ迫のおそれがあるとき、対応可能な範囲で計画停止の中止を求める

出所）第42回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019年8月27日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/2019_chousei_jukyu_42_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/2019_chousei_jukyu_42_haifu.html


33（参考） 容量市場リクワイアメントの概要（需給ひっ迫のおそれがあるとき）（2/2）

◼ 広域機関は、翌週分の需給バランスを評価して、前週木曜日に需給ひっ迫のおそれ判定を実施する。
（広域予備率8%未満が見込まれる場合に、「電力需給ひっ迫注意報」等のアラートを発信）

◼ 前週木曜日断面での判定は、発電事業者に対し、電源の起動時間を考慮したうえで、容量市場のリクワイアメント
を遵守させることで、起動準備を促すためのものとなる。

出所）第42回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2019年8月27日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/2019_chousei_jukyu_42_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2019/2019_chousei_jukyu_42_haifu.html


34その他の課題（取引形態）

◼ 一次～三次①の取引を前日化（スポット取引後）するにあたり、三次②取引との関係についても課題となる。

◼ 取引前後の時間帯の事業者・TSO双方の業務を考慮すると、同一時間帯（14時～15時）に同時に取引・約定
処理を行うのが現実的であると考えられ、一次～三次①の約定ロジックと三次②の約定ロジックは全く異なるロジック
であることを考えると、事業者側で入札時に一次～三次①商品と三次②商品を分けて入札する必要が生じる。

◼ この場合、事業者が適切に入札量を配分しないと、片方の取引量は充足する一方、もう片方の取引において未達
が生じる等の弊害も考えられる。

◼ この点、取引量が充足しているということは、未落札リソースも生じるということであることから、事業者の経済合理的な
行動からは、双方の取引で約定量を最大化する配分に収斂していくとも考えられるが、事業者側のシステムや業務
対応面によっても変わり得るため、引き続きアンケートやヒアリング等を活用して、深掘り検討を行っていく。

一次～
三次①
取引

三次②
取引

事業者

一次～三次①
商品入札

三次②
商品入札

MMS

取引当初（例） 収斂された取引

・事業者が応札可能量全量を
一次～三次①商品に入札
することで、本取引は充足

・一方、未落札リソースも生じる

・事業者が応札可能量全量を
一次～三次①商品に入札
することで、本取引は未達

・取引実績等から、双方の取引で
約定量（利益）を最大化する
経済合理的な配分にする

・結果として、双方の取引ともに
取引量が充足することを期待



35その他の課題（システム面・業務面）

◼ その他の課題として、前日取引（スポット取引後）の場合、時間的裕度が少なく、システム対応したとしても約定
処理時間がネックとなる可能性もある。この点については、現行の3時間ブロックでの調達を、将来的には30分単位
へ変更することも踏まえて検討を行う必要がある。

◼ また、調整力供出事業者にとっても、スポット市場のBG計画提出後に一次～三次②までの全ての調整力を扱う等、
大きな業務フローの変更となるため、事業者側の対応可否についても、アンケートやヒアリング等を活用して、深掘り
検討が必要になると考えられる。

前々日
前日

AM PM

前日
スケジュール

案

前々日
スケジュール

案

16時 6時 10時 12時 14時 17時

時間前
市場開場

BG計画
提出

FIT
2回目
通知

FIT
1回目
通知

SP市場
入札〆

16時 6時 10時 12時 14時 17時

時間前
市場開場

BG計画
提出

FIT
2回目
通知

FIT
1回目
通知

SP市場
入札〆

三次②
入札〆

15時

この間で
取引・約定
処理

この間で
取引・約定
処理

2時間
MMSの約定

処理が時間内に
可能か

事業者側の
業務対応
が可能か
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37今後の進め方

◼ 今回整理した前日取引化による効果や課題については以下のとおり。

◼ 前日取引化は前々日取引化と比べ、効果が大きくなることが期待できる一方、取引形態やシステム・業務面の課題
もあることから、2022年度末に向けて、応札不足対応に関する考え方を纏めるべく、検討を進めることとしたい。

項目 詳細 対応

起動特性
・ガス・石油火力について、起動可能なリソースは
約9割から約6割まで低減してしまう

・当面まずもっては容量市場リクワイアメントにおいて、
起動特性に関する課題は対応可能

高性能リソースの
事前確保

・高性能リソースが卸市場で売り切れるおそれがある
・起動済リソースの持ち下げ供出分ΔkWも期待でき、
追加起動が可能であれば対応可能

取引形態
・事業者が一次～三次①と三次②に適切に入札量
を配分しないと、片方で未達が生じる

・事業者側へのアンケートやヒアリング等を活用して、
深掘り検討

システム・業務制約
（TSO）

・時間的裕度が少なく、システム対応したとしても約定
処理時間がネックとなる可能性

・TSOへのシステム対応可否を深掘り検討

システム・業務制約
（事業者）

・対応可否および対応に要する期間が不明
・事業者側へのアンケートやヒアリング等を活用して、
深掘り検討

項目 詳細

応札量増加 ・予備力として確保する可能性があるのは1%分となることから、応札量増加に対する相当の効果が期待

応札単価適正化 ・前日取引であれば、逸失利益が実績相当となり、応札単価適正化に対する相当の効果が期待

連系線利用枠拡大 ・連系線利用枠拡大が図れ、更なる広域調達の進展（応札不足解消・約定価格低減）が期待

【期待できる効果】

【課題】
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39まとめ

◼ 今回、需給調整市場の取引スケジュール変更（前日取引）による効果や課題について整理した。

＜期待できる効果＞

✓ 応札量増加

✓ 応札単価適正化

✓ 連系線利用枠拡大

＜課題（対応）＞

✓ 起動特性（当面は容量市場リクワイアメントにおいて対応可能）

✓ 高性能リソースの事前確保（追加起動が可能であれば対応可能）

✓ 取引形態（事業者へのアンケート等を活用して深掘り検討）

✓ システム・業務制約（TSOのシステム対応可否、事業者へのアンケート等を活用して深掘り検討）

◼ 今後、2022年度末に向けて、応札不足対応に関する考え方を纏めるべく、検討を進めることとしたい。


